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日ロ関係のゆくえ
コンスタンチン・サルキソフ
はじめに
　ただいま学長のお話にありましたとおり、私は2010年に定年退職する
まで本学でお世話になり、さまざまな活躍の機会を与えていただきまし
た。たとえば2005年にはポーツマス講和百周年を記念する国際シンポジ
ウムを本学で開催し、それから日露戦争に関する書物も公刊しました。
私は現代の諸問題に取り組んでおりますが、歴史も大いに探求しており
ます。
　日本は私にとって第二の故郷のようなものですが、その日本とロシア
との関係をみると、戦争の時期、紛争の時期もあったし、友好の時期も
ありました。日露戦争が終わってロシア社会主義革命までは、日ロ関係
は同盟関係まで成長しました。このことは、ロシアでも日本でも、知ら
ない人が圧倒的に多いのです。第二次大戦が終わって70年以上経過しま
したが、いまだに平和条約は結ばれておりません。これは心の痛む問題
です。
　ロシアと日本は「遠い隣国」と言われることが時々あります。実際に
は、新潟からウオラジオストクまでは飛行機で ₁時間弱です。あのヨー
ロッパ的な街に、それほど短い時間で日本人はいけるのですが、具体的
な交流は盛んではありません。政治家や外交官だけでなく、国民と国民
の関係でみても、両国の関係は乏しいのです。
　そうしたなかで、本学がウラジオストクとサハリンから学生を受け入
れていることは、日ロ関係の改善への具体的な貢献になりうることであ
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り、心から敬意を表したいと思います。
接近と離反の歴史
　本題に入りましょう。私は、モスクワの科学アカデミーの東洋学研究
所におりました当時から40年間にわたり、日ロ関係をフォローしてまい
りました。その間に、領土の問題も含め、平和条約締結の試みが何回も
ありました。しかし毎回失敗してきました。
　どうして失敗してきたのか。その原因を追究するのは時間のかかる作
業ですが、とりあえず強調したいことは、いまは日ロ関係にとって、こ
れまでなかったようなチャンスであるということです。これは私の直観
でもありますし、合理的に考えてもそうなのです。
　領土問題の本質について考えましょう。日ロ関係にはさまざまな歴史
がありますが、それほど長い歴史ではありません。十八世紀には、ロシ
ア人は陸路でカムチャッカまで来て、その最南端のロパッカ岬からウ
ルップ（得撫）島まで来ておりましたが、日本にまでは来ておりません。
両国の国境線を最初に定めたのは1855年の下田条約です。択捉以南は日
本領、ウルップ以北はロシア領とされ、サハリン（樺太）はどちらにも
属さないとされました。しかしそれから国境線は変化します。1875年の
サンクトペテルブルク条約では、サハリンはすべてロシア領となり、か
わりにウルップ以北を日本に譲りました。つぎは日露戦争です。1905年
のポーツマス平和条約において、サハリンの南半分も日本領となりまし
た。
　第二次世界大戦の結果、サハリンと千島列島はロシアに行きました。
1951年のサンフランシスコ平和条約です。ただし日本は、歯舞、色丹の
二島は千島列島に属しておらず、したがってサンフランシスコ平和条約
で放棄した対象に含まれない、と主張しました。さらに日本は、この二
島に択捉、国後を加えた四島について、放棄した対象に含まれない、と
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主張するようになりました。こうして領土問題が始まりました。これが
平和条約の唯一の障害であり、それ以外の問題は存在しません。
　ただし領土問題を解決するには、関連する問題も考えなくてはなりま
せん。つまり何のために島を引き渡すのかということです。二島であれ
何であれ、島の数は別として、領土問題を解決することの価値は、単に
国境線を決めることだけではありません。領土問題の解決をきっかけと
して、日露関係を格段に高いレベルまで引き上げるということが、一番
大きな課題であります。
　このような解決に一番近づいたのは1956年です。重光葵という著名な
外務大臣がおりまして、その年の ₇ 月にロシア側と、二島返還での平和
条約の話をしておりました。これはアメリカの介入でダメになりまし
た。しかし同じ年の10月に、鳩山一郎首相が車椅子でモスクワへ来て、
共同宣言という文書に署名します。名称は宣言ですが、日本の国会とロ
シアの最高ソビエト会議で、ともに批准された文書です。この宣言では、
平和条約の締結後には、二島を引き渡すとされていました。
　とても面白いのはプーチン大統領が、2016年 ₉ 月にウラジオストクで
開かれた東方経済フォーラムにおいて、何回もこの宣言に言及し、条約
という言葉を使っていたことです。これには私は驚きました。なぜなら
ば、条約といえば義務であり、拘束力が強いのです。そのことを承知の
上で、彼は敢えて条約と言っていたわけであります。
　1991年 ₄ 月、ゴルバチョフがソ連の大統領として日本に来たときは、
私は随行のメンバーでした。そのときゴルバチョフは、日本の国会で四
島の名前を挙げるなど、領土問題についても話をしていたわけでありま
す。しかし、われわれ準備委員会が、二島返還を義務として認めるよう
にゴルバチョフを説得しようと試みたのに対しては、彼はそれは歴史に
流されたことであるとして、認めなかったのです。
　そしてエリツィンの時代となります。彼は優秀な人でした。1993年10
月に、細川護熙首相とともに署名した東京宣言は、日本の外務省には力
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強い道具となっております。すなわち東京宣言には、四島の帰属の問題
を解決しなければ平和条約は締結できないと書かれております。ところ
がロシア国内で反発が出たものですから、四島の名前を挙げたからと
いって、それを日本のものと認めたわけではないという話になり、あま
り進歩になりませんでした。
　なお日本では抑留者の話がときどき出ますが、1993年の天皇陛下主催
のレセプションで、エリツィンは天皇陛下の前で頭を下げて陳謝してい
ます。ロシア大統領の名において全体主義が犯した罪に対して謝罪いた
します、ということです。これもまた歴史であります。
「新しいアプローチ」の重要性
　安倍晋三首相とプーチン大統領の試みは成功するのか。それを学者が
判断するには資料が足りません。キーポイントは、2016年 ₅ 月にソチで
安倍さんがプーチンに会ったときに打ち出した「新しいアプローチ」で
す。
　自分なりの解釈ですが、それは基本的には激変している国際環境に応
じて、新しい価値観から日ロ関係の総論を考えるということでしょう。
各論も必要ですが、総論が一番大事です。総論は平和、力のバランス、
経済発展、といった非常に大きな問題です。日本の経済力は第三位です。
ロシアは購買力で計算すると第六位です。かなり経済的に困っていま
す。日本とロシアの両国は平和に大きな責任を持っています。いま世界
はアンバランスになってきているなかで、両国が世界の経済発展に関し
て責任を持ち、互いに協力しながら、いろいろな問題を解決するべきだ
ということでしょう。
　各論についてはもちろん、二国間の経緯を、領土問題を含めて考えな
ければいけない。そこでwin-winの解決を図ることも非常に大きなポイ
ントですが、微妙なところでもあります。領土問題をwin-winで解決で
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きるかどうかについては、確かに大きな疑問があります。プーチンさん
がウラジオストクで言われたように、世界の歴史をみても、あまり例は
多くありません。しかし二人が新しいアプローチで、新しい見方で、新
しい価値観で取り組んでみれば、成功するかもしれない。それが大きな
ポイントです。
　安倍さんは、勇気をもって取り組まなければいけません。政治家に
とってはリスクのある試みですが、やはり勇気を持ってやらなくてはな
りません。もう一つは愛国主義です。真の愛国主義は、相手の愛国心も
認めるということです。ある分野で譲っても、他の分野でも得るものが
大きいこともある。高い視野から見るということです。
　プーチンさんは日本との平和条約にすごく意欲を持っています。ロシ
アの政治エリートのなかで、そう考えている人は少数です。圧倒的大多
数は、平和条約はなくてもいいのではないか、いまでもなかり正常な関
係があるではないか、と考えています。プーチンさんは違う。彼はやは
り、日ロ関係を豊かにするために絶対に平和条約は必要だ、と考えてい
ます。こういうことを分かっているプーチンさんは、たいしたものだと
思います。
　いまロシアでは、プーチンの支持率は86パーセントです。正直に言い
ますと、私はそれ以外の14パーセントに入っています。他の点でいろい
ろと問題があるからです。しかし、彼の日ロ関係でのやり方はすごいと
思います。ですからプーチンと安倍、この二人の政治家はかなりのこと
をやれるのではないか。そういう期待感をかなり強く持っています。
　二人は極秘で外交を進めています。ですから内容はわかりませんが、
私はさきほど、過去の試みは何回も失敗した、と言いました。いつもそ
うなのですが、情報が洩れると、やられてしまうのです。何もできなく
なってしまうのです。しかし今回は内緒であるから、非常に正直に腹蔵
なしに話しができます。そこに一番価値があります。
　ただ、分析する場合には、内容が分からないので、発言から判断する
研究年報　社会科学研究　第37号（2017年 ２ 月15日）
266
ほかにありません。第一回のソチでは安倍さんが、今までの停滞を打破
する突破口を開く手応えを得ることができたと思う、と語っていまし
た。これがキーワードです。新たな発想、新たなアプローチで交渉を進
めてゆけば、何とかなるのではないかと感じたということです。
「入口論」「出口論」を越えて
　いま話題になっているのは、ロシアはもしかすると経済利益だけを
狙っているのではないかということです。日本から経済協力を引き出す
ことには熱意があるが、領土問題の解決には本気でないと言われていま
す。私はそうではないと思います。もちろん、ロシアにとって経済協力
は利益ですが、それだけでよいとはプーチンさんは考えてないと私は確
信しています。2016年 ₅ 月にソチで安倍さんが示した日ロ経済交流の八
項目を具体的に進めてゆくには、平和条約を含めて日ロ関係を大きく変
えてゆかなければならないからです。
　私の印象に残っているのは、ウラジオシトクにおけるプーチンの発言
です。日ロ間には見方の違いもあるが、問題解決を必要と考えているの
は同じである、という発言もありました。領土問題を、どちらも損をし
たと感じないように解決した例は歴史上も多くないが、我々なら作れる
と願っている、という発言もありました。彼は慎重です。願っていると
述べて、確信するとは言いません。願っている、期待している、と述べ
ています。しかし意欲はあります。それはかなり感じ取れるわけであり
ます。
　安倍さんも、国会での質問に対し、かなり慎重に答えています。四島
の日本への帰属を解決して平和条約を締結する、と外相は述べました。
総理はそれを、四島の帰属を解決して平和条約を締結する、と訂正しま
した。ここに折り合いの余地があることが示唆されています。
　12月の山口での会談で、この帰属の問題が解決されることはないで
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しょう。11月の会談に関しても、私は間接的な判断しかできません。し
かし二人きりの会談後、部屋から出てきた総理の硬い表情を見るかぎ
り、いかに問題が複雑であるか、一気に解決できないものであるかとい
うことを、安倍さんは従来よりもさらによく理解したのではないかと思
います。
　ですが記者会見での総理の表現は面白いです。一歩一歩、一つ一つ、
山を越えて、という表現です。そして菅官房長官はバランス感覚の抜群
な人ですが、インタビューを読んでさすがと思いました。越えるべき山
を越えながら、と彼は言いました。「越えるべき山」の「べき」が大事
なのです。つまり、目的地に行くときには、山を越えなければなりませ
ん。そのことを十分に承知して、理解して、前進するということです。
　私は40年間この問題をフォローしてきましたが、思い出したのは過去
の迷路時代です。一つは入口論がありました。領土問題を解決しないと
何もできない、何もしないということです。もう一つは出口論がありま
した。まず関係を拡大し、立派な関係にしたら、最終的に平和条約を締
結するということです。入口論と出口論、いずれもダメだったのです。
可能性を持っているのは、並行論しかないのです。
　もちろん並行論も中身を明確にすることが必要です。平和条約の締結
を最終目的とし、そこへたとえば12月の15日から出発する。問題はその
プロセスです。プロセス、過程は、直線的ではない。いろいろな振幅も
あるでしょう。しかし一番大事なのは、一歩一歩ということです。です
から最終的には必ず平和条約があるのだという、その希望を維持しなが
ら、ただ力強く、また我慢強く、その目的地に向かって行くわけであり
ます。
両国首脳にとっての試練
　私の分析では、プーチンには領土問題に関して対話を行う構えがあり
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ます。四島に対する日本の立場もよく分かっており、話し合いの対象に
なると言っています。何らの条件を付けず、一緒にテーブルについて、
すべての問題を取り上げて話しをする構えがある。
　ただ、二島の引渡しはどういう条件で、誰の主権の下で行なわれるか
は、1956年の共同宣言には言及されていない、ということも言っていま
す。これは少し気になります。前段は当然のことですが、後段は分らな
い。引き渡すということは、もちろん主権のことであるはずです。
　どうしてこういうことを言ったのか、ひとつ考えられるのは、人気の
あるプーチン大統領といえども、何でもできるわけではない。ロシアの
世論をみると、最近は少し落ち着いておりますが、とても反米主義が強
いのです。場合によってはアメリカとも戦争するかもしれない、という
雰囲気もかなりあります。二島だけでも引き渡して、すぐにアメリカの
軍事基地が置かれてしまえば、ロシアにとっては好ましくありません。
ミサイル基地ではなくて、レーダーなどが置かれても、ロシアとしては
気になります。二島返還に関する見方が ₅ 年前とは少し違ってきたこと
も事実です。
　12月 ₁ 日の年次教書では、プーチンは日本との関係に関し、平和条約
の締結に言及しておりません。やはりプーチンは経済協力だけを考えて
いるのではないか、という論評が日本の新聞に出ています。しかし私は
こう考えています。年次教書は重要な文書ですが、非常に短い。日本に
ついては「質的前進」という言葉を使っています。平和条約のことであ
ります。これは間違いありません。
　共同開発も話題になりますが、その場合の問題の一つは、主権をどう
するかということです。2011年 ₃ 月に当時の前原誠司外相がモスクワに
来た時に、ラブロフ外相は日本の企業家はパスポートなしで四島に来て
よいと言いました。ビザなしではなく、パスポートなしです。日本の根
本的な立場は、四島は日本の領土だということですから、日本の企業家
はパスポートを持って行けません。そこで自分の国籍を証明するパス
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ポートなしで、四島に来てよいということです。
　これは明らかに、五年前のロシアの外務省の決定であったわけです
が、日本の立場を尊重しながら関係を発展させるということです。そこ
でこの枠を拡大すれば、四島には特別の法制が適用されることになりま
す。もちろん主権は、まだロシアに残るということですけども、特別の
法制を適用するのは全く可能であるとラブロフは述べました。
　もういちど言いますが、平和条約の締結のために、過去にはなかった
ようなチャンスがいまはあります。安倍さんとプーチンさんの個人的な
関係によって今にできた、その勢いが非常に貴重なものなのです。同じ
ような組み合わせが将来にもまたあるか、ということになると疑問があ
ります。
　もちろん外交は個人的な関係だけで動くわけではありません。しかし
歴史を振り返ってみれば、個人的な関係が外交に影響した例はたくさん
あります。安倍さんとプーチンの場合とは逆に、肌が合わないためにど
うにもならなかった、という例もあります。たとえばプーチンとオバマ
さんの場合がそうです。
　日本とロシアがwin-winを目指すのは、もちろん簡単ではありません
が、一定の条件の下でできるのではないでしょうか。大部分は技術的な
問題です。お互いにテーブルについて、全部のカードをのせて、これは
今日からできる、これは今日はできないが明日にはできる、それは明日
でも難しいから将来にしよう。そういう話し合いを重ねてゆけば、必ず
方程式が出てくると私は確信しています。
国際政治のなかの日ロ関係
　日ロ関係の今後を展望するには、もっと根本的なことについて考える
ことも必要です。それは日ロ関係の座標であります。外交の地政学にお
いて、一番大きな問題はアメリカと中国であります。アメリカがトラン
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プ政権の誕生によってどうなるかということは、現時点ではあまりよく
わかりません。ただ、いま言われている閣僚の顔ぶれ見ると、非常に富
裕の人々が多いから、それほどイデオロギーや原則論にこだわらない政
府になると思います。明らかにAmerica the ﬁrst（アメリカ第一）の考え方
ではあるけれど、非常にプラグマティック、実利的になると思います。
これはキーワードです。なぜならロシアのプーチンも、プラクマチズム
であるからです。外交文書にも入っています。たとえば中国とロシアの
間で締結されたいろいろな文書をみると、その原文にもプラグマティズ
ムという言葉が入っています。つまり激動し、アンバランスになってし
まった世界のなかで、各国がみな内向きになって、自分の国の利益をど
う保存すればいいのかを考えていて、非常にプラグマティックになって
います。
　そうすると、トランプ政権の誕生は、日ロ関係にとってもチャンスで
あります。これからどうなるかは分からないところもありますが、いま
までのトランプの動きを見ると、一つの望みが生まれてきたといえま
す。日ロ間で何らかの折り合いができたとき、トランプ政権の米国は別
に抵抗しないかもしれません。これまでの試みが失敗してきたのは、ア
メリカが介入してきた場合もあったのですが、今度はないかもしれませ
ん。
　次はもちろん中国です。ロシアは中国とかなり良い関係を持っていま
す。それはよいと思います。ロシアと中国の間には4000キロメートルの
国境線がありますし、中国は大変な存在になってきました。
　隣国である中国に対しては、二通りの関係、見方があります。ひとつ
は中国脅威論で、もうひとつは中国を機会と見るものです。日本の場合、
小泉総理の時代は、中国を脅威ではなく、チャンスとして見ていました
が、いまの日本にとっては、脅威論がもっと強い。ところがロシアの場
合は逆であります。昔はかなり中国の強大化に対する警戒心がありまし
た。いまも消えたわけでありませんが、機会のほうも強くなってきまし
日ロ関係のゆくえ
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た。
　それは何故かと言うと、実際の交流でたくさんの共同計画ができてき
たこともありますが、一番は中国のボリュームです。物理的に大変な存
在になっています。名目でも、購買力でも、中国は日露の合計の2.5倍
です。2010年に日本を追い越したばかりなのに、もう ₂倍です。量だけ
ではありません。量にはだんだん、質も加わってきます。たとえば留学
生は100万人以上です。毎年、50万人以上の人たちが、アメリカの一番
優秀な上等の大学を卒業して、中国に戻ってくるわけです。
　中国はいま、すごい勢いで開発をしています。いま話題になっている
のは北京から鉄道で、たった二泊二日でロンドンまで行けるようになる
ということです。いわゆる新シルクロードです。鉄道と海のルートから
なっています。鉄道は中央アジアのカザフスタン経由でヨーロッパのロ
シアに入っています。そこにはシベリアが入っておりません。ポイント
はシベリア鉄道です。よく考えてみると、日本にとってはヨーロッパに
行く場合はシベリア経由しかありません。もう一つは中国経由でありま
すが、どちらの選択肢を選ぶかということです。
　経済が重要なファクターです。最近の日本経済新聞に、ウラシオスト
クで大きな野菜の市場を作ろうとしている日本の企業のことが載ってい
ました。その背景に何があるかというと、ロシアがヨーロッパで追い込
まれていることがあります。プーチンの東方外交は、必ずしもヨーロッ
パで困っていることだけが理由ではなく、それはロシアの未来だからで
もあります。ただ、やはり困っている状況の下で、どうしたらいいかを
考えています。それで二年前、三年前にできなかったことが、いまはで
きるようになっています。具体的に言いますと、経済特区が六つ以上で
きました。三つは中国との国境線に沿ってできたものですが、極東地域
もあります。ウラジオストクのような自由港もあるのです。
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おわりに
　常識的に考えると、12月15日の会談は三つのシナリオを考えられま
す。ひとつは成功、もうひとつは現状維持、三番目は最悪のシナリオで
す。
　成功とは具体的にどういう意味かというと、第一歩ということです。
安部さんの言っていた、道筋がついてきたということです。全部でなく
ても、第一歩は非常に重要です。終わりではなくて、始まりだというこ
とです。この首脳会談で、これからのプロセスが始まったという、その
強い感じを与えなければいけません。それがあれば成功といえるでしょ
う。
　現状維持というのは、平和といったような言葉だけで、具体的な内容
がないことです。これは成功とはいえません。具体的な実りがなければ、
皆ががっかりします。あれほど二人が頑張って、一対一で話し合っても
どうにもならなかったということは、また後退してしまうでしょう。も
ちろん、ケンカ別れのようなことは、絶対にありえません。二人の首脳
が大きな賭けをしてきたのですから、そういうことにはなりません。
　これからどうなるか。もっと具体的な点については、これから議論を
深めたいと思います。以上を私からの問題提起といたします。
追記 　本稿は2016年12月 ₃ 日に本学で開催された山梨学院創立70周年記
念事業・山梨学院大学特別シンポジウム「日露関係のゆくえ――日
ソ共同宣言60年目の北方領土」における基調講演の速記録を要約し
たものである。掲載にあたっては講演者であるサルキソフ名誉教授
の了承を得た。
